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はじめに
　白鷗大学法政策研究所の研究助成を受け
て、アメリカでのクラス・アクションの現状
分析と他国への影響に検討を加えた。その結
果、本研究助成により、本年度は「クラス・
アクションの研究－アメリカにおける集団的
救済の展開―」と題する法政策研究叢書を上
梓できた。同書は、著者の過年の報告を基礎
に、研究助成テーマを加えて検討したもので
ある。
　クラス・アクションは、権利や利益が侵害
されたと主張する集団の代表者が訴えを提起
し、判決の効力を集団の構成員に及ぼす民事
訴訟制度である。特定の代表者が集団におけ
る他の構成員、つまりクラスの構成員（以下、
クラス構成員とする）のために訴えを提起し
て追行することになる。最近ではアメリカ以
外の諸国でクラス・アクションによる訴えの
制度が確立してきた。いわば、クラス・アク
ションの国際化である。そこで本稿では、ア
メリカからの視点で、日本の状況ならびに比
較法的にクラス・アクションを検討する。と
りわけクラス・アクションの成立構造に焦点
を当てて考察を加える。また本稿は、白鷗大
学法政策研究所研究助成の最終結果報告書で
あるとともに、法政策研究叢書で未公表であ
った研究成果の公表をも目的としている。
一　アメリカにおける現行クラス・
　　アクション制度の概略
　イングランドのエクィティ裁判所実務であ
った集団代表訴訟の制度は、アメリカに移
入され、その後の1938年に連邦民事訴訟規
則 (Federal Rules of Civil Procedure：以下
FRCPとする)制定によりそのRule 23に規定
され、独自の発展を遂げた。1966年にFRCP
が大改正されて以来、同Ruleは幾度も改正
がなされたが、その基本構造を変えることな
く現在に至っている。アメリカのクラス・ア
クションは、当事者は多数であるが、クラス
代表が訴えを提起する民事訴訟制度である。
そのため、同様に当事者が多数であっても共
同訴訟 (joint action) や、一般的に用いられ
ている単に多数の当事者で構成される集団訴
訟とは性質が異なる。これらでは、あくまで
も当事者が複数存在するだけであり、代表の
要素が含まれていないからである。
　1938年に規定されたクラス・アクションは、
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制定以来さまざまな実体法領域で用いられて
きた。合衆国憲法、独占禁止法、証券関係法、
そして消費者保護法である。これは連邦のみ
ならず州においても同様の傾向であった。ミ
シシッピ州を除いたアメリカの州では州法上
クラス・アクションを認めている。クラス・
アクションのみならず、連邦と州の共通の制
度として民事陪審がある。州により構成され
る民事陪審員数は異なるものの、合衆国憲法
第7修正に基づく民事陪審による審理を受け
る権利は全米にいきわたっている1。
　連邦裁判所におけるクラス・アクションは、
集団が代表により訴えが提起できるか否かの
審理から開始される。集団が一定の利害関係
で構成され統一がとれているか、また自発的
に名乗り出た者が適切な代表であるのかがク
ラス・アクション認証手続で審理される。
　FRCP の Rule 23 は、 こ の 認 証 に つ い
て二段階で定めている。第一段階の Rule 
23(a) では、クラス・アクションの基本要
件を定めている。当事者が多数であること
(numerosity)、当事者のもつ争点が事実的お
よび法的にも共通であること(commonality)、
代表とその他の当事者の攻撃防御方法が典型
であること(typicality)、適切な代表であるこ
と (adequate representation) で あ る。 こ れ
ら四つの基本要件を全て満たさなければなら
ない。第1の当事者が多数であることについ
ては、具体的な数は求められていないが、当
事者の併合が困難になることが定められてい
る。実際のクラス・アクションでは何千から
何十万名もの集団が想定されているが、多数
は状況によって決定される主観的なものであ
る。裁判所は最小40名程度の当事者数で多
数になると判断している2。第2の争点が共通
1　連邦民事訴訟規則Rule 48によれば、連邦裁判所での民事陪審数は、最小6名から最大12名と定められている。
　  FED. R. CIV. P. R. 48.
2　1 Herbert B. Newberg & Alba Conte, NEWBERG ON CLASS ACTIONS 4th ed., 3-5 (2002).
3　楪博行・クラス・アクションの研究―アメリカにおける集団的救済の展開―・59頁（丸善プラネット、2018）。
4　前掲・70-71頁。
5　前掲・74頁。
であることとは、多数の当事者間では事実関
係が異なるため少なくとも法的争点が共通で
あることを意味する3。第3の典型であること
の要件は、集団が特定の訴訟原因をもつこと
を意味している4。そして第4の適切な代表で
あることとは、自発的に代表が名乗り出るた
め、適正手続の視点から妥当な代表を決定す
る必要があることを意味している5。
　第二段階のRule 23(b)は、クラス・アクシ
ョンが必要とされる場合と救済の相違からク
ラス・アクションを類別化している。①個々
の訴えでは矛盾する判断が下される可能性が
ある場合、②個別の訴えでは他の訴えを提起
する者の権利を侵害する可能性がある場合、
③差止命令または宣言的判決が求められる場
合、そして④純然たるエクィティ上の救済で
ある差止命令のみならず損害賠償が含まれた
救済が求められる場合である。④については、
二つの要件が加えられている。一つは、クラ
スを構成する多くの者、クラス構成員間にお
ける共通の争点が個々の構成員がもつ争点よ
りも群を抜いて重要である、つまり卓越して
いる(predominant)ことである。もう一つは、
代表による訴えが個別の訴えよりも秀でてい
る、つまり優越している(superior)ことであ
る。損害賠償が請求されるクラス・アクショ
ンでは、他のクラス・アクションと比べてこ
れらの要件によりその成立が厳格になってい
るのである。
　また、FRCPに規定されるクラス・アクシ
ョンは、クラス構成員の脱退を認めるか否か
によって二つの性質に分けられる。前述の①
から③は、判決が下されるとその効力がクラ
ス構成員全員に及ぶため強制型と呼ばれる。
④は損害賠償が請求されるため、賠償を必要
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としないまたは個別の訴えを提起する目的
で、個々のクラス構成員がクラスから離脱す
ることを認めるオプト・アウト(opt-out)型
（離脱型）と呼ばれる。なお、FRCPではな
いが、その他の連邦法に基づく訴え提起の段
階でクラス構成員が募集および確定され、そ
の後クラスからの離脱を認めないオプト・イ
ン(opt-in)型（参加型）がある。
　FRCPのRule 23は、クラス・アクション
として訴えが成立する二段階の過程を示した
ものに過ぎないが、連邦裁判所によりクラス・
アクションとして認証されることにより、初
めて本案審理に移行できるのである。そのた
め、第一関門としての当該認証手続が違法行
為への集団的救済の要といえよう。
二　クラス・アクションが
　　もたらした影響とその対応
　1980年代に多く提起された大規模不法行
為クラス・アクションは、損害賠償を請求し
たものであった。アスベスト被害やその他の
薬害被害、さらに製造物瑕疵による被害など
不特定多数に影響を及ぼす製造物責任訴訟
が、クラス・アクションの形式で提起された
のである。損害賠償請求のためのクラス・ア
クションは、1966年の FRCP の改正により
設置された。個々の被害は少額であっても、
多数の被害を併合して代表が訴えを提起する
ことによりこれを担保できるよう、少額被害
の救済を目的として定められたのである6。爾
来半世紀が経過した。
　しかし、この半世紀の間に、損害賠償を請
求するクラス・アクションでは和解による決
着が図られ、その結果代理人である弁護士の
みが利益を得ることになっていった。クラス・
6　前掲・102頁。
7　この傾向が現れたのは株主代表訴訟からであった。これについては前掲・145頁。
8　前掲・287頁。
9　28 U.S.C. § 1715, 28 U.S.C. § 1332 et seq.
10　131 S.Ct. 1740（2011).
アクションが提起されて損害賠償が請求され
ると、多数の当事者が存在するゆえに全ての
被害者に支払うべき損害賠償が高額化する。
そのため、被告となる者はクラス・アクショ
ンの提起に怯え、早急に解決を図る途を探る
ことになる。原告代理人はこの被告の心理を
利用して被告代理人と交渉し、自らの弁護士
報酬の確保を目的に、和解で決着するのであ
る7。その結果、原告が得られるのは、損害賠
償とは名ばかりの割引クーポンであった。こ
のようなクーポン券を損害賠償に充当した和
解は、とりわけ消費者契約違反のクラス・ア
クションに用いられており、クラス・アクシ
ョンで実際に利益を得るのは原告側弁護士の
みであると批判されたのである8。
　そして、クーポン券による和解を制限する
ために、2005年には連邦議会はクラス・ア
クション公正法(Class Action Fairness Act)9
を制定した。しかし、当該立法は一部の大規
模なクラス・アクションを連邦裁判所に移管
することを主眼としたため、和解制限の実効
性は不明であった。この状況と同時並行的に
消費者契約での紛争解決手段として、契約締
結時にクラス・アクションではなく仲裁を用
いることを合意させる方法が用いられるよう
になった。前述したように、クラス・アクシ
ョンの被告には高額な損害賠償が請求される
ため、クラス・アクションは、被告にとって
強力な圧力となる。認証手続に入る前にクラ
ス・アクションを放棄させ仲裁で紛争解決を
図ることになれば、被告への心理的圧力は相
当程度緩和されるからである。
　消費者契約での紛争がクラス・アクション
ではなく仲裁により解決されることについ
て、2011年に合衆国最高裁判所はAT & T v. 
Conception10で有効であると判断した。本件
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は、携帯電話の利用契約における紛争の解決
にあたり、クラス・アクションを放棄して仲
裁に拠る旨の条項の有効性が争われた。原審
の判断は、本件契約が州契約法にいう非良
心的契約（unconscionable contract）、つま
り一方当事者のみ有利となる契約内容であ
り、取消しできるとしていた11。しかし本判
決は、原判決を破棄した。消費者契約にお
いては仲裁を促進する連邦仲裁法（Federal 
Arbitration Act）が州契約法に専占し12、当
該契約の紛争解決には仲裁が有効であると判
断したのである13。
　また2015年にはケーブル・テレビの利用
契約において、クラス・アクションを放棄
して仲裁に紛争解決を委ねたことにつき、
DIRECTV v. Imburgia14で2011年のAT & T
判決を継受する旨を明らかにした。契約の中
にクラス・アクションの提起を放棄する旨の
仲裁条項があれば、連邦仲裁法が州契約法に
専占し、仲裁を優先させる当該契約が有効で
あると判断したのである15。
　クラス・アクションは、代表者が訴訟を通
じて自らの権利を認識していない者を保護す
るものである。また、被告にとってクラス・
アクションを提起される心理的圧迫は、違法
行為の抑止作用を果たすものである。アメリ
カにおいては消費者契約に限定されるものの、
仲裁への代替がこれを弱める作用となってい
るのは否めないのである。
三　クラス・アクション制度の
　　国際的波及
　　―参加型と離脱型の二つの潮流と当事者適格―
11　Id. at 1745-46.
12　Id. at 1747.
13　Id. at 1752-53.
14　193 S.Ct. 463（2015).
15　Id. at 469-71.
16　Deborah R. Hensler, The Future of Mass Litigation: Global Class Actions and Third Party Litigation Funding, 79 GEO. WASH. L. 
REV. 306, 309 (2011).
１．参加型クラス・アクションと離脱型クラ
ス・アクション
　複数当事者訴訟のみならず代表訴訟が出現
する背景として考えられるのは、当事者が多
数であり、これらが個々に訴えを提起すれば
裁判所が機能不全に陥ることである。貿易に
より物が移動し、その物に何らかの瑕疵があ
り、それが原因となって損害を発生させると、
不法行為の訴えが提起できる。保証契約があ
れば、保証契約違反を原因とする訴えも提起
可能となる。国際的に事業を展開する企業で
あれば、さまざまな国籍をもつ人材とさまざ
まな国の法に基づいて雇用契約を結ぶ。雇用
契約上の問題が発生するとこれを訴訟原因と
する訴えが提起される。物および人が多数と
なれば、複数当事者訴訟よりも代表訴訟の提
起が考慮される。つまり、ボーダーレス化し
た大量の物と人の移動がクラス・アクション
の契機になるわけである。
　クラス・アクション手続の基本構造とし
て、合意を得た者のみに判決の効力を及ぼす
参加型がある。一方で代表以外のクラス構成
員に合意を要求せず、判決の効力を及ぼすも
のが離脱型である。イギリス、ブラジル、そ
して多くのヨーロッパ諸国では参加型を採用
している。つまり、イギリスを除く大陸法系
国家が参加型を採用している傾向にある。一
方で離脱型の典型がアメリカのFRCPに規定
するRule 23(b)(3)クラス・アクションである。
この離脱型を採用する国は少数である。カナ
ダ、オーストラリア、そしてイスラエルのみ
である16。参加型が採用される理由には、ア
メリカにおける離脱型クラス・アクションが
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もたらした弁護士報酬を得るための手段にな
っているという批判が背景にある17。
　アメリカを除いて、離脱型を採用する国で
のクラス・アクションの提訴数は少ない。オ
ーストラリアでは1992年から2009年の間に
245件、カナダでは2007年から2011年の間
に411件、イスラエルでは同期間で750件で
ある。参加型でも提訴数は少ない。インドネ
シアが報告された中で最も多いクラス・ア
クション提訴数であるが、それでも年間30
件以下である18。また、アメリカでのクラス・
アクションからの離脱率を算定した報告に
よれば、1993年から2003年の期間に提起さ
れたクラス・アクションでの平均離脱率は
0.2%であった19。これから推定されるのは、
離脱率が低いため被害者のほぼ全員がクラス・
アクションで救済が可能ということである。
　一方で、参加型クラス・アクションでの参
加率の調査では、以下のヨーロッパにおける
結果が明らかになっている20。2004年の保険
会社の合併に反対した事案では約120万名の
保険契約者のうち約1万5,000名が参加して
いる。この数値から見れば、参加型クラス・
アクションでは参加率は必ずしも高いとはい
えない。比較的参加率が高い事例は、2003
年の航空会社の倒産に伴うチケット代金返
還請求訴訟である。約700名の乗客のうち約
500名が参加し、参加率は約71%であった。
また、2007年のベルギーでの証券クラス・
17　See, e.g., Paul G. Karlsgodt, WORLD CLASS ACTIONS: A GUIDE TO GROUP AND REPRESENTATIVE ACTIONS AROUD THE 
GLOBE Xl (2012).
18　John C. Coffee, Jr., ENTREPRENEURIAL LITIGATION: ITS RISE FALL AND FUTURE 198 (2015).
19　Eisenberg & Miller, The Role of Opt-outs and Objectors in Class Action Litigation: Theoretical and Empirical Issues, 57 VAND. L. 
REV. 1529, 1532 (2004).
20　Coffee, supra note 18, at 205-06.
21　Id. at 206.
22　29 U.S.C. § 216(b).
23　29 U.S.C. § 626(b).
24　29 U.S.C. § 216(d).
25　Thomas Willging et al, EMPIRICAL STUDY OF CLASS ACTIONS IN FOUR FEDERAL DISTRICT COURTS: FINAL REPORT TO THE 
ADVISORY COMMITTEE ON CIVIL RULES 54 (1996).
26　Andrew C. Brundsen, Hybrid Class Actions, Dual Certification, and Wage Law Enforcement in the Federal Courts, 29　BERKLEY 
J. EMP. & LAB. L. 269, 294 (2008).
27　O'Brien v. Ed Donnelly Enters.. 575 F.3d 567, 584-86 (6th Cir. 2009).
28　Allan G. King; Lisa A. Schreter; Carole F. Wilder, You Can't Opt out of the Federal Rules: Why Rule 23 Certification 
Standards Should Apply to Opt-In Collective Actions under the FLSA, 5 FED. CTS. L. REV. 1, 20 (2011).
アクションは、約1万1,000名の株主のうち
約5,000名が参加しており、参加率は約45％
であった21。
　アメリカでは公正労働基準法(Fair Labor 
Standards Act)22が参加型クラス・アクショ
ンを採用するが、その他、年齢差別雇用禁
止 法 (Age Discrimination in Employment 
Act)23と男女同一賃金法(Equal Pay Act)24も
参加型である。1996年の連邦司法センター
(Federal Judicial Center) の調査によれば、
3件の年齢差別雇用禁止法事件での参加率が
それぞれ39、61、73％であった25。しかし、
2008年の調査では公正労働基準法事件で
15.71%の参加率が報告されている26。
　以上の数字が示すのは、参加型を採用した
としても完全な参加をのぞむことができない
現状である。少なくとも過半数の被害者を確
保できるのであれば、参加型クラス・アクシ
ョンが被害者の救済に利する制度として一般
的に認識されるはずである。上記のアメリカ
での労働関係諸法における参加型クラス・ア
クションの制定理由は、FRCPの要件を適用
すると救済が不完全になるためであると解さ
れている27。また、濫訴を防ぐ目的で参加型
になったことも併せて認識されている28。こ
れらの目的を達成できたとしても、参加が低
率であれば、クラス・アクションが志向する
多数の者が被った損害の救済はなしえないこ
とになる。そのためには、とりわけ参加型で
- 158 -
あれば、クラス・アクションを他人事ではな
く自分に関係するもので、そしてこのことを
広範化させ公益を促進する制度として認識さ
れる必要がある。つまり、クラス・アクショ
ンが弁護士とクラス代表である一私人による
単に利益を求める民事訴訟制度として位置づ
けられることを回避しなければならないので
ある。
２．クラス・アクションでの当事者適格
　　―公益促進からの視点―
　
　アメリカではクラス・アクションを提起す
る代表には、クラス・アクション実務につい
て特別な経験が求められていない。公平かつ
適切な代表であれば足りることになってい
る29。裁判所はこの代表としての適切性の要
件を、代表当事者とその他クラス構成員との
間に利害対立がなければ満足するものとして
いる30。クラス・アクションは、広範な判決
の効力から公益促進と密接に関連する。これ
を踏まえて、クラス・アクション係属中も代
表の適切性を注視すべきである。しかし、一
旦クラス代表を認めると、その後に裁判所が
この視点からクラス代表に何らかの審査を加
えることはない31。
　一方で、ヨーロッパ諸国においては、政府
が認証する特定の団体のみがクラス・アクシ
ョンの当事者適格を認められている32。これ
であれば、政府により監督を受けることにな
り、公益の促進に多大な影響を与える利点が
29　楪博行・前掲注3・74頁。
30　前掲・84頁。
31　Coffee, supra note 18, at 202.
32　Id. 
33　347 U.S. 483 (1954).
34　先導原告とは、原告のうち代表とそれ以外のクラス構成員の利害を調整する役割を担う者を指している。これについては、
楪博行・前掲注3・290頁を参照。
35　Karlsgodt, supra note 17, at 244. ドイツにおいては既に団体訴訟制度が存在した。制定法が個別の法分野ごとに一定の
法人格のある団体に当事者適格を付与することによって成立したものである。谷口安平「集団訴訟の諸問題」165頁（新・
実務民事訴訟講座3所収）（日本評論社、1982）。なお、この団体訴訟制度を紹介したものとして、バウムゲルテル（竹
下守夫訳）「団体訴訟(Verbandsklage)」民事訴訟雑誌24巻154頁（1978）、アーレンス（霧島甲一訳）「消費者保護にお
ける団体訴訟」民事訴訟雑誌24巻183頁（1978）等がある。
36　Id. at 245.
37　Id. at 123-24.
ある。しかし、政府の示す政策に賛意を示す
団体のみが当事者適格を与えられることも考
えられる。このため、認証を受けることので
きる団体が少数に留まり、その結果、クラス・
アクションによる違法性の除去が不完全なも
のとなるおそれがある。
　アメリカでは公益の促進を目的として、非
営利団体がクラス・アクションを提起してき
た。その典型が有色人種地位向上全国協会
(National Association for the Advancement 
of Colored People: 以 下、NAACP と す る )
である。1954年の合衆国最高裁判所判決で
ある Brown v. Board of Education33をはじ
めとして、多くの人種別学解消のためのク
ラス・アクションを提起してきた経験をも
つ。NAACP以外にもアメリカ自由人権協会
(American Civil Liberties Union) な ど が あ
り、市民的自由の擁護を目的とする団体とし
て活動している。これらの団体が代表とな
り、数多くのクラス・アクションでの先導原
告(lead plaintiff)の役割を担い公益促進を行
うことが可能となっている34。
　またドイツは、消費者団体が個別の消費者
がもつ請求権を譲り受けて、取り立ての訴訟
を提起することを認めている35。不公正な消
費者契約につき、消費者団体が当該契約履行
の差止めを求めることができるのである36。
ブラジルでは、同種の消費者の権利が複数人
に存在している場合には、一定の公的機関や
私的団体が金銭支払義務の確認を求めるこ
とができる37。スウェーデンでは、請求権を
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有する者のみならず、消費者団体および消費
者オンブズマンも訴えを提起することができ
る38。以上の国では、団体に当事者適格を与
えることにより、訴えにおける代表としての
正当性を担保していることが推定できるので
ある。
　公益を促進することを目的にした訴えを成
立させる要素となるものは、公益促進の意思
が強く推定される私人または団体の存在であ
る。これは社会的性格も考慮される。公益促
進の意思が推定されない社会であれば、クラ
ス・アクションの当事者適格は必然的に政府
が認証する団体に与えられて然るべきという
ことになる。しかし、公益促進を強調すれば
損害賠償よりも差止命令が救済として適切と
なる。私的な損害の塡補よりも、むしろ一括
的禁止の方が公益との合致を説明し易いから
である。ただし、差止命令を請求するクラス・
アクションは、受けた損害賠償額の一定割合
を代理人に支払う成功報酬を導入することが
難しい。なぜなら、報酬算定基準となる賠償
額がないためである。そこで、代理人にとっ
て利益的に受任し難い案件となる。アメリカ
の損害賠償請求のクラス・アクションでは、
和解が用いられ代理人のみが利益を得る構造
となっていた。この意味で代理人にとって損
害賠償請求クラス・アクションは、利益的に
受任すべき案件であろう。
　また、違法行為を一律に禁止する差止命令
が救済になれば、損害賠償請求での証拠調べ
よりもより簡易であり、かつ経費もかからな
い。損害賠償請求クラス・アクションでは、
クラス構成員である被害者の損害は各々異な
る。そのためクラス構成員個々の損害につい
て証拠調べを行わざるを得ず、時間と経費が
かかってしまう。損害賠償請求では公益促進
38　Id. at 202.
39　Coffee, supra note 18, at 204.
40　新堂幸司＝小島武司編・注釈民事訴訟法(1)444頁[徳田和幸](有斐閣、1991)。
41　民事訴訟法改正調査委員会議事速記録〈第6回（大正11年2月7日）松岡義正発言〉松本博之他編・日本立法資料全集12　
民事訴訟法(3)（大正改正編）73頁（信山社、1993）。
が希薄となり証拠調べが負担となる。一方で、
差止請求では代理人に受任の経済的動機を与
えるものではない。公益促進の視点に立って
クラス・アクションを提起する場合、クラス・
アクションで求められる救済から派生するこ
れらの問題を克服することが必要になる。そ
こで、公益を考慮する団体または公的機関が
損害賠償クラス・アクションの原告として適
任ということになる39。
四　日本における選定当事者制度と
　　集団的救済上の問題
　日本では、民事訴訟法（以下、民訴法とす
る）30条が選定当事者制度を規定している。
権利関係の主体である多数の者が存在し、そ
れらの者が共同の利益を有する場合に、それ
らの者がその中の一人または数人を総員のた
めに訴訟追行すべき者、つまり選定当事者と
して選定することができる。そしてこの者に
総員つまり選定者のために当事者として訴訟
を追行する権限を授与するための制度である。
選定当事者に関する民訴法30条は、大正15
年の民訴法改正で旧47条として新設された
ものであった。訴訟遅延が問題となっている
ところに入会権に関する訴訟が多く提起され
たため、当事者が多数存在するところから実
務上の要請により当該制度が設けられたので
ある40。しかし、制定にあたりいかなる外国
法を参考にしたのか、または日本独自の制度
であったのかは不明である。一説には、イギ
リスにおいてクラス・アクションの原型とな
った、多数の当事者を併合する濫訴防止訴状
(bill of peace)を模範にしたともいわれてい
る41。
　民訴法30条では選定当事者は、①多数の
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者が存在すること、②多数の者が共同の利益
をもつこと、そして③共同の利益をもつ者の
中から選ばれること、以上の三要件を必要と
する。とりわけ多数の者を結束させる共同の
利益については、多数者間に必要的共同訴訟
の関係がある場合に限定されない。というの
は、各人のまたは各人に対する請求の当否が、
同一の事実上または法律上の原因にもとづい
ているため、それが各人と相手方との間の共
通の重要な争点となっていれば、共同の利益
が認められるからである42。つまり、権利ま
たは法律関係が共通という実体法的意味では
なく、多数当事者が存在する訴訟の適正かつ
迅速な処理という訴訟法的意味から共同の利
益が解されるのである。このことから示され
るように、選定当事者制度に求められるもの
は、多数当事者の一本化つまり単純化と、そ
れに伴う訴訟手続の迅速化ということである。
しかし、訴訟手続の単純化と迅速化は、選定
当事者でなくとも共同訴訟人が共通の訴訟代
理人を選任することでも達成可能である。と
りわけ共同訴訟人があまり多数でなく、①団
体的結合が既にある場合、または②相互に密
接な関係があり実体法的にも代理人的立場に
ある者に訴訟追行をさせる場合には、選任が
速やかに行われその後の訴訟追行も容易とな
るはずである。
　選定当事者制度が主として利用されたのは
総有関係訴訟であるとされる43。また、共同
訴訟人の数がある程度特定できる場合に選定
当事者が認められている。上記①の団体結合
型では、実際に講の落札者に対して掛戻債
42　小室直人等編・基本法コンメンタール第2版新民事訴訟法１・84頁[松本博之]（日本評論社、2003）。
43　藪口康夫「選定当事者」157頁（三宅省三＝塩崎勤＝小林秀之・新民事訴訟法体系－理論と実務－第１巻所収）(青林書院、
1997)。
44　大判昭10年9月20日評論24巻民法908頁。
45　長崎地判昭和30年11月28日判時66号19頁。
46　大地判昭34年7月22日判時205号27頁。
47　最1小判昭33年4月17日民集12巻6号873頁。
48　藪口康夫・前掲注33・158頁。
49　松野嘉貞=石垣君雄「集団訴訟における訴訟手続上の諸問題」（昭和50年度司法研究）29輯1号49頁（1978）。
50　前掲。
51　土肥章大等「大規模訴訟の審理に関する研究」（平成8年度司法研究）50輯2号87頁 (1996)。
務を請求する未落札者全員による選定や44、
総有および共有者による選定が認められてい
る45。次に上記②の本人訴訟代行型では、解
雇予告手当を請求する解雇された労働者が選
定者であった場合や46、同種の債権を有する
者17名の代理人が各債権につき一括して締
結した連帯保証契約の履行請求の場合に選
定当事者が認められている47。いずれにせよ、
ある程度範囲が明確な利益集団とその内部に
意思疎通が存在する場合に限り、選定当事者
制度が有効になるのである。
　多数当事者による訴訟形態の一つとして選
定当事者制度が位置づけられていたものの、
当該制度は利用されていなかった。選定の要
件である書面による授権が厳格に解されてい
たため、実際には機能しがたい制度であった
のである48。次に、被害者は選定当事者に訴
訟を委ねるのではなく、自ら当事者として訴
訟追行をする意識が高いため、利用する被害
者集団がほとんど存在しないということも原
因であった49。さらに、当事者間に因果関係
の存否、損害の態様および損害額などに相違
があり、選定者別に証拠調べを実施せざるを
得ないという点も併せて指摘されていたので
ある50。とりわけ選定当事者制度利用への意
識の低さは後年になっても変化することはな
かった。製造物瑕疵による損害など大規模化
した被害では、原告が多数であるということ
自体が社会問題となる契機があるため、選定
当事者よりも共同訴訟という形態で訴訟追行
することが選択されたのである51。
　では、選定当事者制度を機能させるために
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は、自ら当事者として他の共同訴訟人のため
に訴訟追行をする意思と、ある程度集団内部
で意思疎通が可能であれば足りるのであろう
か。共同訴訟人間で手続、争点および救済内
容等の諸点において意見の一致が見られない
ことは少なくないはずである52。数的にある
程度確定可能な選定者間で意思疎通が図れな
いとすれば、不特定多数では不可能であろう。
過去に広告を利用して選定行為を公表し、選
定当事者制度を基礎にした日本版クラス・ア
クションを実現することが構想された53。し
かし、日本では選定当事者制度がある程度の
人数かつ明確な利益集団がない限り機能して
いなかったことと、当該制度への積極的利用
の意思がない現実があった。このように考慮
すると、選定当事者制度はあくまでも共同訴
訟の枠組みを超えたものではないといえよう。
五　日本における消費者裁判手続
　　特例法の制定
　日本においては、平成25年に「消費者の
財産的被害の集団的な回復のための民事の裁
判手続の特例に関する法律」54（以下、消費者
裁判手続特例法とする）が成立した。消費者
被害では、同種の被害が多発しながら、消費
者と事業者の間に社会および経済構造的格差
が存在するために、個々の消費者が自ら訴え
を提起して被害回復を図ることが困難である
と考えられてきた。そのため消費者庁の研究
会が検討した結果を基に、同庁が消費者裁判
手続特例法を国会に提出し可決されたのであ
る55。
52　川嶋四郎・民事訴訟過程の創造的展開・71頁(弘文堂、2005)。
53　例えば、清水正憲＝滝澤功治「選定当事者制度の拡充」自由と正義43巻12号23頁(1992)。
54　平成25年法律96号。
55　加納克利・松田知丈「「消費者裁判手続特例法案」について」ジュリスト1461号56頁 (2013)。
56　平成12年法律第61号。
57　平成28年法律第61号。なお、民法の特則となるルールの改正については、消費者庁消費者制度課「消費者契約法改正の
概要」法律のひろば2016.12号21頁(2016)を参照。
58　消費者裁判手続特例法65条。
59　消費者裁判手続特例法3条1項。
60　伊藤眞・消費者裁判手続特例法・31頁 (商事法務、2016)。
　消費者と事業者間には、情報の質および量
ならびに交渉力の格差が存在する。そこで既
に平成12年には、消費者の利益擁護を図る
目的をもつ実体法として消費者契約法56が制
定されていた。平成18年の消費者契約法の
改正によって、消費者に代わって訴えの提起
および追行を行う総理大臣の認定を受けた適
格消費者団体が創設されている。さらに平成
28年には、適格消費者団体による差止請求
の対象となる消費者契約法に違反する勧誘行
為が追加され、平成28年6月3日に公布され
ている57。
　消費者裁判手続特例法は消費者契約法で定
められた消費者の権利を実現するための手続
となるが、その成立は消費者契約法成立から、
実に10年以上も経過してからであった。こ
の意味で消費者裁判手続特例法の成立は待望
であったといえよう。
　消費者裁判手続特例法は、共通義務確認訴
訟と消費者の債権確定手続の二段階で行われ
ることが特徴である。まず共通義務確認訴訟
は特定適格消費者団体により提起される。適
格消費者団体とは、消費者の被害回復裁判
手続を追行するに必要な適格性を有する法
人として、内閣総理大臣の認定を受けた者
である58。共通義務とは事業者が相当多数の
消費者に対して負うべき金銭の支払義務を指
す59。原告適格をもつ者は特定適格消費者団
体である。これは、概括的な金銭支払義務の
性質上、個々の消費者が当該義務の履行を求
めることがないからである60。また、消費者
である原告適格者からの授権が行われるわけ
でもないことも踏まえると、消費者の被害回
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復裁判手続を追行するに必要な適格性をもつ
法人に対して、その職責を果たす法律上の利
害関係に基づいていると解されている61。つ
まり、特定適格消費者団体であるからこそ、
共通義務確認の訴えでの当事者適格が当然に
認められるわけである。一方、被告適格をも
つのが事業者である62。
　消費者裁判手続特例法2条4項が共通義務
確認訴訟を以下のとおり定義する。「消費者
契約に関して相当多数の消費者に生じた財産
的損害について、事業者がこれらの消費者に
対し、これらの消費者に共通する事実上及び
法律上の原因に基づき、個々の消費者の事情
によりその金銭の支払請求に理由がない場合
を除いて、金銭を支払う義務を負うべきこと
の確認を求める訴えをいう」と定めている。
つまり、①請求適格、②当事者の多数性、③
請求の共通性、以上が当該訴訟の要件である。
①の請求適格は、共通義務が確認された後に
対象債権の確定を適正かつ迅速に行え、被告
事業者の攻撃防御の見通しを立てる目的をも
つ。そのため、因果関係や損害の認定につい
て個別性を前面に出す拡大損害や人身損害を
除き、訴えの対象を定型性のある請求に限定
する趣旨であると考えられている63。そこで、
消費者裁判手続特例法は定型性のある請求を
限定列挙している。2条1号から5号で、契約
上の債務の履行の請求、不当利得に係る請
求、契約上の債務の不履行による損害賠償の
請求、瑕疵担保責任に基づく損害賠償の請求、
民法の規定による不法行為に基づく損害賠償
の請求に限定しているのである。②の当事者
の多数性は、少なくとも数十人の被害消費
61　前掲・32頁。
62　消費者裁判手続特例法2条2項。
63　伊藤眞・前掲注60・37頁。
64　前掲・39頁。
65　前掲。
66　前掲・40頁。
67　消費者裁判手続特例法12条。
68　消費者裁判手続特例法25条～29条。
69　消費者裁判手続特例法31条。
70　消費者裁判手続特例法46条。
者が想定されている64。③の請求の共通性は、
対象となる消費者集団の事業者に対する金銭
支払請求権を基礎づける事実関係と法的根拠
の本質的部分が重なり合っていることを意味
している65。さらに共通義務確認訴訟の要件
として、消費者裁判特例法3条4項は、第二
段階の簡易確定手続で「対象債権の存否及び
内容を適切かつ迅速に判断することが困難で
あると認めるときは」、訴えを却下する旨を
定めている。これは、対象消費者の権利の確
定について共通義務の存在が支配的であるこ
とを求めるものであり66、支配性の要件と別
称されている。
　事業者の共通義務確認の判決確定後に、二
段階として個別の消費者への支払額の確定手
続に移行する67。まず消費者団体が簡易確定
手続開始の申立てを行い、消費者に通知・広
告がなされる68。各消費者から団体に授権さ
れて裁判所に届け出された後、事業者の認否
を経て裁判所が簡易確定決定をする69。これ
に異議がある場合は訴訟に移行することにな
る70。事業者は簡易確定に基づいて個々の消
費者に弁済することになる。
六　アメリカと諸外国ならびに日
本の集団代表訴訟の相違から
くる将来の課題
　アメリカのFRCPとそれを参考にしたその
他の国々の法制度について比較する。とりわ
け、日本の消費者裁判手続特例法における
クラス・アクション成立要件と共通義務確認
の訴えの要件をそれぞれ比較すると、その制
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国際化の中のクラス・アクション
度構造的な相違として、まず段階別審理が挙
げられる。第一段階の責任判定審理と、第二
段階の被害者への被害回復を行う審理に分け
られているか否かである。アメリカでは原則
的に段階別の審理を行わない。しかし、複雑
な事実関係があり責任の判定が困難となる場
合、実際に裁判所はその裁量で責任の決定と
損害賠償額算定を行う二段階の審理を行って
いる71。一方ブラジル、フランス、ギリシャ、
そして日本ではそもそも二段階の審理を制定
法で定めている72。アメリカでは複雑なクラス・
アクションに限定し、他国では原則とするの
である。したがって、他国での段階別審理は
アメリカの制度から逸脱した特殊なものとは
必ずしもいえないのである。
　次にクラス・アクションの対象である。つ
まり、民事訴訟全般について行われるか、そ
れとも一部の領域に限定したものかの相違
である。アメリカではFRCPに定められたク
ラス・アクションにより消費者契約、雇用契
約、有価証券法違反、不法行為、そして製造
物責任の訴えが提起される73。ただし、参加
型クラス・アクションはFRCP以外の労働関
係諸法の紛争に限定されている。一方日本で
は、ブラジルやフランスなどと同様に消費者
契約に限定した集団代表訴訟が認められてい
る74。
　以上の構造的な相違は、アメリカ以外の諸
国がアメリカのクラス・アクションで発生し
た問題を回避するための措置として考案した
ことに由来しており、これらの国々の制度比
較の中で、今後アメリカのクラス・アクショ
ンが考察されなければならない。アメリカの
71　楪博行・前掲注3・140頁。
72　島川勝「集団的消費者被害救済制度について――二段階型の制度比較」大阪市立大学法学雑誌60巻2号393頁（2014）。
なお、ブラジルについては、前田美千代「ブラジル集団訴訟制度における保護法益と判決の効力」比較法研究79号88頁
（2017）、フランスについては、山本和彦「フランスにおける消費者グループ訴訟」一橋法学13巻3号123頁（2014）が
詳しい。
73　楪博行・前掲注3・Ⅳ頁。
74　民法に規定されているものに限定されているものの、日本では不法行為も対象となっている。消費者裁判手続特例法3条
5号。
75　伊藤眞・前掲注60・3頁。
クラス・アクションでは、その成立のために
多数の者により構成される集団（＝クラス）
を特定し、自発的な代表を認めているためそ
の代表が適切であるのか検討することに認証
審理の焦点が当てられていた。一方で、二段
階審理を採る日本などの国々では、代表は政
府により特定されている。被害者集団の特定
は第二段階で行われる。そこで、アメリカの
クラス・アクション手続の特徴は、まず代表
を広く認めた上でその適切さを審理すること
である。次に、被害者集団を本案前の認証手
続で特定することである。まさにこれらの特
徴が集団的被害の救済にいかに資するかを検
討しなければならないのである。
　消費者契約に限定した集団代表訴訟制度
も、アメリカのクラス・アクションが発生さ
せた問題を回避するために考案された方法で
ある。消費者契約では少額の被害者である消
費者が多数存在する。さらに、事業者にとり
多数の消費者から同種の訴えを提起されたと
きの応訴負担や風評被害も考えられる75。こ
の意味で、消費者契約に限定した集団代表訴
訟の安定的利用は、当該制度の将来を決定す
るための試金石となるものである。
　しかし、このところクラス・アクションの
先駆者であるアメリカにおいては、合衆国最
高裁判所は消費者契約での紛争を訴えではな
く、仲裁により解決する姿勢を示している。
単なる消費者契約における濫訴を警戒するの
であれば、他国と同様に消費者契約紛争では
参加型を採用するのも一つの方法であったと
いえる。裁判外紛争解決手段である仲裁へ急
に変更したのは、クラス・アクションに対し
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て被告から賠償を強奪する手段であるという
考えが強すぎたのではないだろうか。いずれ
にせよアメリカ以外の国は消費者契約を端緒
として集団代表訴訟の制度化が始動したばか
りである。日本を含めアメリカ以外の国でこ
の動向がいかなる影響を与えるのか、また今
後いかなる変化を遂げるのか注目すべきであ
ろう。そして、この影響と変化を考慮してア
メリカのクラス・アクションも変容しなけれ
ばならないのではないだろうか。
おわりに
　2016年10月1日に施行された消費者裁判手
続特例法に基づいた初めての提訴は、約2年
後の2018年12月17日に行われた。特定適格
消費者団体であるNPO法人消費者機構日本
が、東京医科大学を相手取って過去2年の入
試で不利益を受けた受験生に対して、受験料
を返還する義務があるとの確認を東京地方裁
判所に求めたのである76。東京医科大学の情
実入試と女子ならびに多浪の受験生への減点
措置が社会問題化したことを受けての提訴で
あった。そこで、この提訴により世間的に注
目を浴びる事件のみに消費者裁判手続特例法
が適用されるのではないかという疑念が生じ
よう。アメリカのクラス・アクションが提訴
される背景にも同様なことが存在した。また
政治的にも議論が噴出したのである77。
　日本でもクラス・アクションの導入が長い
間議論され、今日特例法として消費者契約に
ほぼ限定した集団代表訴訟が導入されるに至
った。原告適格をもつ者が、内閣総理大臣の
認定を受けて公益性を担保することになった。
76　2018年12月17日読売新聞大阪夕刊社会面・東京夕刊一面、2018年12月18日朝日新聞朝刊社会面、2018年12月18日毎
日新聞東京朝刊社会面。
77　楪博行・前掲注3・265-268頁。
78　なお、消費者契約法2条4項に基づいて、不特定かつ多数の消費者の利益擁護を目的にした差止請求権を行使することが
適格であると内閣総理大臣に認定された消費者団体である適格消費者団体は、平成30年8月現在で全国に19団体ある。
また当該団体による差止請求訴訟の提起件数は、平成30年9月末現在で61件である。これについては消費者庁ホームペー
ジ を 参 照。http://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_system/collective_litigation_system/about_qualified_
consumer_organization/（2019年1月8日最終確認）
このように公益を保護することは、アメリカ
のクラス・アクションから生じた問題への解
決策のみならず、その他の諸国においても集
団代表訴訟の前提たる目的である。
　日本における特定適格消費者団体は平成
30年4月現在で3団体しか存在しない78。今後、
公益を保護するためには、より多くの団体数
を確保する必要があろう。これが現在の日本
の課題である。そして、この課題の克服こそ
がアメリカのクラス・アクションが世界に与
えた課題といえるのである。
